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【抄録】 

本研究の目的は、水辺の自然体験活動や海洋教育の教育的効果に関して、これまでに実施された文献を

レビューし、今後の研究のための基礎資料を得ることである。水辺の自然体験活動および海洋教育に参加

することによる、生きる力、自己概念、自己効力感、EQ、メンタルヘルス、海に対するイメージ、健康・

体力、海洋リテラシー、環境に対する意識等の変容についての研究成果を認めることができる。しかし、

それらの研究デザインの弱さを指摘することが出来ることから、今後は対照群を設けることやランダム化、

内容面および評価変数、試験のサイズや期間について再検討する必要がある。さらには、継続的に海の活

動に取り組む者を対象とした縦断的な研究、著名な実践者及び指導者を対象とした質的な研究や、先駆者

たちの重要視した直接的な体験の意味を問う研究を実施していく必要性があり、そのための研究手法を模

索していく必要がある。 

 

 

Ⅰ はじめに 

1994 年に発効した国連海洋法条約では、海を、

内水、領海、接続水域、排他的経済水域、公海と

いう法的な性格が異なる様々な海域に区分するこ

とに加え、大陸棚、深海底の制度を設けた。続い

て、日本においては2007年に海洋基本法が、2008

年には海洋基本計画が施行された。これらにより、

海洋の包容力の範囲内で活動をとどめるよう管理

しつつ、海洋の持続可能な開発や利用を図ること

が求められていることが国際条約や法律で定めら

れ、海洋を総合的に管理する時代が到来した。 

海を巡る教育に関連する施策では、海洋基本法

の第28条「海洋に関する国民の理解の増進等」に

おいて、「学校教育及び社会教育における海洋に関

する教育の推進等のために必要な措置を講ずるも

のとする」と示されていることが特筆される。海

洋基本法を受けて定められた海洋基本計画では、

「第2部 海洋に関する施策に関し、政府が総合

的かつ計画的に講ずべき施策」の「12 海洋に関

する国民の理解の増進と人材育成」において、「小

学校、中学校及び高等学校の社会や理科等におい

て海洋に関する教育が適切に行われるよう努める

ほか、海洋に関する実践事例の提供を図るなど海

洋教育の普及促進に努める。また、漁村等におけ

る体験活動や、エコツーリズムの推進等を通じて、

海洋に関する基本的知識や海洋に関する様々な課

題に関し、国民が行う学習活動への支援、水族館

も含めた自然系博物館等の場を活かした取組を推

進する」と記載されている。加えて、内閣官房海

洋政策本部は、「海洋に関する国民の理解の増進

と人材育成」の中の取り組みのひとつとして、教

育現場で活用されることを狙いとした“子ども海

洋基本計画”を作成している。また、文部科学省

は、学習指導要領の改訂を実施し、中学校社会に

おける「我が国の海洋国家としての特色」や中学

校理科における「大気の動きと海洋の影響」など、

海洋に関する指導内容を充実させたと報告されて

いる1)。 

海洋教育の歴史について見ると、中谷（1998）

は、海洋教育とは「海洋そのものに関する教育と

商船教育（船）、水産教育（水産物）、海上保安、

防衛に関する教育に代表される、海洋を基盤とす

る教育」であり、「明治期からの海洋教育では、商

船教育、水産教育、海上保安に関する教育、無線

通信に関する教育、防衛に関する教育が行われて

きた」と述べている 2)。海洋教育について末永

（2009）は、「日本の学校における海洋教育は、省

庁別の所轄産業に立脚した教育が中等及び高等教

育機関で実施されてきた」、「初等教育機関にあっ

ては海洋に関して扱われる機会は少なく、海洋を

ひとくくりに総合的に教える教育がされることは

なかった」と述べ、「海洋教育」という法律用語も

なかったことを指摘している3)。 

近年では、「海洋教育」の名を冠した組織が、い

くつかの大学や学会等の中に設立されており、海

洋教育は「海に親しみ、海に学び、海についての



理解と関心を深める」ためのものと考えられるよ

うになってきている。海洋政策研究財団（2010）
4)の報告書によると、海洋教育とは「海洋と人間

の関係について国民の理解を深めるとともに、海

洋環境の保全を図りつつ国際的な理解に立った平

和的かつ持続可能な海洋の開発と利用を可能にす

る知識、技能、思考力、判断力、表現力を有する

人材の育成を目指すもの」と定義され「海に親し

み、海を知り、海を守り、海を利用する」学習が

その概念であると述べられている。そして「海に

親しむ」学習は、「海の豊かな自然や地域社会の中

での様々な体験活動を通して、海に対する豊かな

感受性や海に対する関心等を培い、海の自然に親

しみ、進んで関わろうとする児童・生徒を育成す

る」ことが具体的に目標であると説明されている。

以上のように、職業人の育成を目標として行われ

てきた海洋教育が範囲や対象を拡大してきている

と捉えることが出来る。 

「21世紀を展望した我が国の教育の在り方」第

一次答申（第15期中央教育審議会、1996）5)では、

変化の激しい現代社会において、子どもたちに求

められる資質や能力を「生きる力」であると示し、

“いかに社会が変化しようと、自分で課題を見つ

け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動

し、よりよく問題を解決する資質能力”、“自らを

律しつつ、他人と協調し、他人を思いやる心や感

動する心など豊かな人間性”、“たくましく生きて

いくための健康や体力”という3つの能力を重点

的に伸ばす基本方針が示されている。また、同答

申では、青少年の生活体験や自然体験の機会の増

加を求めている。学校教育における野外活動は、

林間学校、臨海学校、キャンプ、登山など身体的・

体育的諸活動に重点を置いて実施されてきた経緯

があるが、今日では、子どもたちの「生きる力」

を育む生活体験・自然体験などの機会を提供する

自然体験活動としての期待が高まってきている 6）。 

水辺の自然体験活動に関連する学習指導要領の

記述では、内容の取り扱いにおいて「自然とかか

わりの深い雪遊び、氷上遊び、スキー、スケート、

水辺活動などの指導については、地域や学校の実

態に応じて積極的に行うことに留意すること（小

学校学習指導要領）」、「自然とかかわりの深いスキ

ー、スケートや水辺活動などの指導については、

地域や学校の実態に応じて積極的に行うことに留

意するものとする（中学校学習指導要領）」との記

載がある 7)。ここに記載されている「水辺活動」

は、“Water-front Activity”からとった言葉で、

狭義にはカヌーなどのマリンスポーツの総称であ

り、広義には水辺環境を利用して行われる仲間や

自然などの要素を大切にとらえる総合的な野外活

動とされている8)。 

また、青少年の野外教育の充実について（報告）
9)においても、教育として自然体験活動を捉える

野外教育の拡充が重要であると述べられている。

野外教育とは、「自然の中で組織的、計画的に、一

定の教育目標を持って行われる自然体験活動の総

称」であり、青少年を対象とした野外教育は、青

少年の知的、身体的、情緒的成長、すなわち全人

的成長を支援するための教育であるとも述べられ

ている。 

日本 YMCA 同盟での活動を先駆けとして日本の

水辺活動を牽引してきた酒井10）は、海洋性スポー

ツ活動の価値と有意性について、「海の自然への正

しい認識と深い理解を呼び起こす」、「安全への対

応とその行動」、「自己達成の喜び、感動を与える」、

「海洋学習への熱心な取り組みとそのことを通し

て、海洋環境の保全、また保護に関心と意欲を持

ち、その実践活動に参加し積極的な推進者または

担い手になる」、「ルールを遵守することを、ごく

自然に且つ平易に体得させることができる」とい

った 5 つの価値に加え、「スポーツ活動の持つ健

康・体力づくりと心理的な側面も見逃せない」と

述べるとともに、「健康療法的な要素を含んでい

る」ことを指摘している。このほか、海辺の自然

体験教育に関しては、ジャック・T・モイヤーらの

実践報告がある。モイヤーは、海というかけがえ

のない存在に目を向ける必要性を説き、何よりも

海に関心を持つことが、海を守り持続的に利用し

ていくための最初のステップとして重要であると

述べている。そして、自然環境に目を向け、生徒

個々人が直接フィールドに出て自ら発見すること

を基本とし、学術的な知識に触れるきっかけを与

えることを重視した11)。また、レイチェル・カー

ソンは、海辺を知るためには、海辺に立つことの

みによって、ほんとうに海辺を理解することがで

きると述べている12)。このように、先駆者たちは、

直接的な体験を通し、自らの目で見て、心で感じ、

考えることを重要と考えたことが把握できる。 

ここまで述べてきたように、ひとつは国際的な

情勢から生じた海洋の総合的な管理という視点か

ら定められた法律等において国民の海洋に関する

理解を高める必要性が述べられ、海に関する教育

の辺縁が拡大してきていること、二つ目には、青

少年の生きる力を伸ばす基本方針から体験活動の



必要性が高まっていることが社会的な背景にある。 

このようななか、海洋に関する教育や水辺を活

用した自然体験活動を充実させることの重要性は

ますます高まってきているものの、例えば、学習

指導要領の中に海に関しての記述が少ないことや、

学校教員の業務が多忙すぎるため海の教育にまで

手が回らないと報告されている13)。また、水辺活

動を実施するにあたっての阻害要因では、時間、

安全管理、場所や指導者の問題などがあり、管理

責任を問われる活動には手が出しにくい等の問題

点もあると述べられている14)。 

そこで本研究では、これまでに行われた水辺で

行われる自然体験活動や海洋教育の効果に関して

検討された文献を概観し、水辺の自然体験活動や

海洋教育から得ることが出来る教育的な効果につ

いて検討すること、および今後の研究課題を明確

にすることにより、今後ますますニーズの増大が

予想される我が国の海洋教育プログラムや水辺を

活用した自然体験活動プログラムの展開とその研

究のための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

Ⅱ 水辺の自然体験活動および海洋教育の教育的

効果に関する研究の動向 

1.生きる力に及ぼす影響 

 生きる力を構成する指標を明らかにするために、

橘ら（2001）15)は、学校教育者および野外教育者

211 名を対象として生きる力を構成すると考えら

れる言葉の収集を行った後、350 名の評定者によ

り項目の弁別力および妥当性を検討した。その結

果、生きる力を構成するクラスターを得て、指標

の命名を行った。そして、生きる力は心理的社会

的能力、徳育的能力、身体的能力から構成される

と結論付けた。 

 その後橘らは、生きる力を測定するための IKR

（IKiRu chikara）評定用紙を開発した。この評定

用紙は 14 下位因子×5 項目＝70 項目で構成され

ているものであり、各項目に対して「とてもよく

あてはまる」から「まったくあてはまらない」を

両端とした6段階評定尺度法を採用した自記式の

質問紙である。以後、野外教育分野における生き

る力に及ぼす影響の研究には、IKR 評定用紙が利

用され、最近では、項目を精選した短縮版も利用

されている。 

青木ら（2005）16)は70項目からなるIKR評定用

紙を用い、「日本版 School Water Wise」に参加

した小学校児童 267 名を対象としてプログラム

の影響を評価し、身体的耐性を除く、生きる力の

ほぼ全般に大きな向上の効果があることを示し、

加えて、短期間のプログラムであっても「生きる

力」が向上したと報告している。 

 受け入れ事業における「生きる力」の変容を様々

な点から調査した福田（2005）17)は、性別による

差、学校種別（小学校・中学校）による差、宿泊

日数による差が認められないと述べ、山間部、都

市近郊といった学校の所在地による比較では差が

あったことを報告した。生活の場とそれに伴う普

段の生活における自然体験の違いによって参加者

の生きる力の変容の仕方が異なる可能性を示唆し

た。 

 山下（2006）18)は、大学の授業として実施した

スクーバダイビングのオープンウォーター講習が

生きる力に及ぼす影響を調査し、「心理的社会的能

力」「徳育的能力」「身体的能力」の3つの上位指

標全てで有意な向上が認められ、オープンウォー

ター講習が「生きる力」を向上させる意味で有効

であると述べている。また、矢野（2007）19)は、4

泊5日間の臨海学校に参加した小学校4～6年の児

童317名を対象として調査を実施し、児童の生き

る力に顕著な向上が認められ、その影響が1ヵ月

半後まで維持されたことを報告している。 

 これらの研究を概観すると、研究手法において

は全て橘らが開発したIKR評定用紙を用い、プロ

グラムを介入（実験）と捉えている。しかし、い

ずれの研究においても厳密な意味での比較対照群

を持たないといった研究デザインの弱さを指摘す

ることが出来る。また、山下の研究を除いては、

いずれも対象者の多い大規模調査であり、得られ

た僅かな差を有意差ありと捉える結果につながっ

ていることを指摘しておきたい。 

 

2.シーマンシップの育成 

 The Sailing Dictionary 20)においてはシーマン

シップ（Seamanship）について、「操縦、修理、メ

ンテナンス、航海、天候に関する体験知、海上規

則に関する正しい知識などの、経験に結び付けら

れた、かつ、海上で直面するあらゆる状況に即座

の対応を可能とする全ての技術と技能を表す言

葉」とされている。同様にJohn Rousmaniere21)は、

シーマンシップを「すべての場所で、またすべて

のあらゆる状況下で、船舶・舟艇を航行・操縦、

保持する技術」と定義し、「最も広い意味では、あ

らゆる種類の状況及びあらゆる天候下でボートを

楽しみ、これを安全に使うことをいう」と述べて

いる。 



㈶日本ヨット協会指導育成委員会は「ヨットマ

ンのためのシーマンシップとしつけ」を発刊し、

そのなかでシーマンシップは「船乗りの資質であ

り、術であり、力量であり、かつ職である」と述

べている22)。 

 シーマンシップをキーワードとする研究では、

ヨットの集中授業の実践報告と評価を行った研究

や和船の櫓漕ぎを評価した研究、船員の常務とグ

ッドシーマンシップの差異を検討した研究などが

ある。鈴木ら（2003）23)は、シーマンシップを「意

識」と「能力」との複合したものとして扱い、船

員教育の歴史について考察している。日本の船員

教育は、西洋型船の操船技術の伝授により始まり、

同時にシーマンシップのもう一つの側面である意

識面の重要性も盛り込まれていたと述べている。

守下（2005）24)は、シーマンシップの意味構造を

明らかにするために、乗船実習生40名を対象とし

て自記式質問紙を用いた調査を実施し、KJ法によ

って分析を行った。その結果、学生の捉えるシー

マンシップが11のカテゴリーに分類され、それら

は「言葉自体の包括的理解」、「船や海、船員とい

う言葉から連想されるイメージや言葉」、「船員と

して求められる態度」、「成長」という4つの大き

なカテゴリー群で成り立っていると述べている。 

 大杉（2003）25)は大英百科事典に記述されてい

る「シーマンシップは実践を通してのみ得られる

もの」と暗黙知との関係については興味深いと述

べ、言語化が困難である暗黙知という形態がある

ことを指摘している。このように、日本における

「シーマンシップ」の意味は、欧米のそれには見

られない「意識」の意味を多分に含んだ包括的な

ものとして説明がなされている。また、その内容

を具体的に説明しようとしたり、評価しようとし

たりする研究は少ないことから、今後の研究の積

み重ねが求められる。 

 

3.自己概念および自己効力感、EQに及ぼす影響 

山下ら（1989）26)は、商船大学の実習生43名を

対象として6ヶ月間の実習航海の教育効果につい

て、47 項目からなる Self-Differential Scale 

Form を用いて検討し、多くの項目でポジティブな

方向へ変容したと述べている。一方、諌山ら（1998）
27）はレクリエーション活動を主とした子どもの船

の参加者34名を対象として21項目からなる自己

成長性検査を用いて、自己概念への影響を調査し

たところ、自己概念の一部は向上したものの、冒

険的要素を多く含んだ冬季宿泊研修のほうがより

自己概念を向上させたと報告している。 

自己効力感とは、社会的学習理論あるいは社会

的認知理論の中核をなす概念の１つであり、個人

がある状況において必要な行動を効果的に遂行で

きる可能性の認知を示すものである。渡壁ら

（2000）28)は海洋体験学習に参加した247 名を対

象に調査を実施し、海洋体験学習により性別に関

係なく一般性自己効力感が高められたと述べてい

る。また、久保ら（2003）29）は日本版ウォーター

ワイズを体験した小学5年生147名を対象として、

一般性自己効力感尺度を用いて調査を実施した結

果、児童の自己効力感が向上したことを報告して

いる。池畑ら（2003）30)は遠泳を中心とした海浜

実習において自尊感情尺度を用いて実習前後の変

化を検討した結果、自尊感情は遠泳後に高まるこ

とを報告し、身体的な自己効力感との結びつきを

示唆している。 

このほか、進藤ら（2007）31)はヨットの場面を

想定して作成したヨット自己効力感および三好が

開発した人格特性的自己効力感について5日間の

実習中の推移について検討した結果、ヨット自己

効力感については変化がなかったこと、人格特性

的自己効力感は2日目から3日目にかけて向上し

たが、その他の各日では変化しなかったことを報

告している。また、最近では国枝ら（2012）32)が、

帆船による教育効果についてCHEQ（EQベース簡易

採用検査）を用いてEQ行動特性を調査し、コミュ

ニケーション（上昇率14.5%）、ポジティブ思考力

（上昇率 13.8%）などが顕著な向上を見せたと述

べている。 

以上のように、自己概念、自己効力感、EQとい

った指標においては、体験による向上が報告され

ている。しかしながら、いずれの研究においても

厳密な意味での比較対照群を持たないことから研

究デザインの弱さを指摘することが出来る。加え

て、教育的効果の持続性については十分に検討さ

れていないのが現状である。 

 

4.社会性およびコミュニケーション能力 

山辺ら（2003）33)は、海洋スポーツキャンプ実

習に対する意識を把握・分析するために、実習生

155 名を対象に質問紙調査を実施し、実習に関す

る「達成・満足感」「自然」「活動理解」「コミュニ

ケーション」「指導」の5因子を抽出した。因子得

点を比較した結果「達成・満足感」「自然」因子に

おいてグループ活動による差がみられ、グループ

活動の状況や天候により影響を受ける可能性を示



唆した。 

平野ら（2009）34)は、セーリングを実施するこ

とによって生じるコミュニケーション行動を評価

する尺度を作成するために、セーリング愛好者70

名を対象とした調査を実施し、38項目からなる調

査用紙を作成した。この調査票を用いてセーリン

グ競技者192名を対象とした調査を実施し、得ら

れたデータを因子分析した結果、「親和」「パート

ナーシップ」「伝達」「協調」「自己表現」の5因子・

26 項目から構成されるコミュニケーション行動

尺度を作成している。 

このように、活動の目標として一般的に社会性

の育成やコミュニケーション能力の育成について

述べられることは多いものの、因子として理解さ

れ、捉えられた研究成果にとどまっているのが現

状である。 

 

5.メンタルヘルスに及ぼす影響 

 渡壁ら（2001）35)は、10日間の海洋体験学習に

参加した100名を対象として、体験前後に精神的

健康パターン診断用紙(MHP-1)を用いて、海洋体験

学習がメンタルヘルスに及ぼす影響について検討

し、参加群のストレス度得点、生きがい度得点が

改善したことを報告した。メンタルヘルスの変化

に関連する要因として、ストレス度得点では「海

洋体験前の不安」「海洋体験前の参加に対する認知

的評価」に有意な相関がみられ、不安が高かった

者や海洋体験に参加することが嬉しいと感じた者

ほどストレス改善度が大きく、生きがい度得点で

は「海洋体験学習への不安」「日常生活への有益性」

「体験中の身体活動量」「社会的説得体験」に有意

な相関がみられたと述べている。 

また、渡壁ら（2002）36)は、海洋スポーツキャ

ンプに参加した小学生20名を対象として、「向社

会的スキル」「引っ込み思案行動」「攻撃行動」と

いった社会的スキルのレベルが、メンタルヘルス

に及ぼす影響を検討するため、キャンプ前後で児

童用精神的健康パターン診断検査および小学生用

社会的スキル尺度を用いた質問紙調査を実施した。

その結果、社会的スキルが高い者のほうが、やる

気やストレス反応などのメンタルヘルスの状態は

良かったものの、体験に伴うメンタルヘルスの改

善・向上といった効果は認められなかったと報告

している。このように、メンタルヘルスに及ぼす

効果は一致を見ていない。 

 

6.海に対するイメージに及ぼす影響 

 大島ら 37)は大学生のマリンスポーツ実習（3 泊

4 日）での経験がもたらす効果について、感想文

の記述から分析し、「受講生の多くは肯定的な感情

からにせよ、否定的な感情からにせよ、自然への

感動、身体的・心理的充実、現状認識といった種々

の海洋体験を通じて、現地との関わり感や思考に

変化をもたらし、環境保護の決意や実習の意義づ

けのような自分にとっての体験の消化を行ってい

る」と述べている。 

青木ら38）は、実際の海に触れ、様々な海の自然

体験活動を行うことによって、楽しい、気持ちが

いい、おいしいといった海の認識が変化したこと

を報告し、ウォーターワイズ・プログラムが、「溺

れるかもしれない」といった不安感や恐怖感など

の海に対するネガティブな認識を減少させ、ポジ

ティブな認識を向上させることを示唆している。

さらに、ウォーターワイズは参加児童の海に対す

る関心を高めると共に、海洋環境や文化の保全意

識、創造力を向上させ、社会的な行動を増加させ

る教育効果があると述べている39。 

これらの報告に見られるように、海での自然体

験活動を実施することが参加者の海に対する意識

やイメージを変容させることが示唆される。 

 

7.海洋療法を含む、健康に対する影響 

健康に対する影響および海洋療法についての研

究においては、日光浴がビタミンDの形成を促進

するとともに骨の形成を促進し、睡眠障害の改善

に寄与すると述べられている。このほか、海水運

動療法が中高年者のメタボリックシンドローム危

険因子の改善に寄与する可能性を示唆した報告や、

喘息児が海浜での活動を行った場合の症状改善に

関する報告、アトピー性皮膚炎に対する海水浴の

効果についての報告、海水に浮かぶことがリラク

ゼーションとなるといった報告、海洋深層水の効

果、タラソテラピーなどに着目した研究などが公

表されている。 

また、海洋療法や海洋性気候下での滞在は、睡

眠、精神・心理、内分泌、免疫学的に好ましい結

果をもたらすと述べられている40）。精神・心理学

的な検討では、奥山 41)が 28-62 歳の成人26 名を

対象に、海洋環境における1週間の滞在の睡眠感、

気分、ストレスなどへの影響について検討し、滞

在終了時には日常生活へ復帰する不安が高まった

ものの、滞在期間中の安心感、睡眠感、気分には

改善・向上が認められたと報告している。 

このように、海洋療法を含む健康に対する症例



報告などが蓄積されており、海洋療法や海洋気候

下での滞在は健康に好ましい影響を与えることが

示唆されている。 

 

8.海洋リテラシーに及ぼす影響 

リテラシー（literacy）とは英語で「読み書き

能力」や「素養」を意味する言葉で，「海洋リテラ

シー」とは「海を中心とする水圏環境を総合的に

理解する能力」，即ち「水圏が我々に及ぼす影響，

及び我々が水圏に及ぼす影響を理解する能力」で

ある。海洋リテラシーは、全米海洋教育者会議の

メンバーによって2005年11月に発行された最終

報告書において、7つの最重要原則と44の基本概

念として示されている。また、アメリカでは海洋

リテラシーを理論的な背景とした体験教育が実施

されており、その評価について報告されている。

評価にあたっては、2002年から2006年のCamp SEA 

Lab.の主催する行事への参加者約 1000 名を対象

として、プログラムの前後でリッカート法と自由

記述を用いた調査を実施し、感情領域と認識領域

および将来のキャリアに関してポジティブな変容

が認められたと述べている42)。 

日本では、財団法人新技術振興渡辺記念会によ

る、海洋リテラシーの普及を図るための調査研

究・研究報告書43)が発刊されている。そのなかで、

乙部は海洋リテラシーに関するアンケートを概観

し、「海への関心を示したきっかけは、小学校前後

に海水浴などで海に出かけたことがあげられたこ

と」、「海の知識を得る方法では、テレビ、水族館、

本、新聞、授業があったこと」、「海に関する疑問

や関心事は小中学生においては魚介類が多いが、

一般になるに従って多義となること」が特徴であ

ると述べている。また、小松は海洋リテラシーと

して何を教えるかにおいて、体験を教えることの

重要性について言及している。 

Chiashi & Sasaki（2012）44)は、海洋リテラシ

ーの具体的な評価方法を検討するために水産およ

び海洋教育の指導者を対象とした質問紙調査を重

ね、指導者から見た海洋リテラシーのクラスター

構造を明らかにした。これをもとに千足は、36の

質問項目からなる、海洋リテラシーを評価するた

めの質問紙を作成した45)。 

蓬郷ら（2012）46)は、大学の正課として実施さ

れた集中授業に参加した大学生を対象として、千

足らが開発した質問紙を用いて、実習前後での調

査を行った。その結果、海洋リテラシーの下位尺

度の変化パターンに相違がみられることを報告し、

授業の内容によって海洋リテラシーに及ぼす影響

が異なると述べている。このように、海洋リテラ

シーに関する調査は、端緒についたばかりである

ことから、今後の研究の積み重ねが求められる。 

 

9.環境に対する意識と配慮行動に及ぼす影響 

大島ら（2007）37)はローイングやスキンダイビ

ングを含んだ海洋実習後には、マリンスポーツや

環境保全意識、現地の問題に対する理解を得てい

るとし、実習は単なるスポーツとしてのトレーニ

ングとしてだけではなく、地域の海洋環境問題を

はじめとした諸問題を学ぶ場としても機能しうる

ことがわかったと述べている。 

岡村ら（2005）47)は参加者の自然に対する態度

育成をねらいとして、河川を活用した環境教育と

冒険教育の統合型プログラムを開発し、参加者の

水に対する態度、イメージに及ぼす効果を検証し

た結果、環境教育と冒険教育の統合型プログラム

を導入したキャンプにより参加者の水に対する感

情的態度はプログラム直後に向上したこと、およ

び参加者の水に対するイメージがプログラム直後

に向上し、1 ヶ月後まで維持されたと報告してい

る。 

蓬郷ら（2012）48)は、2 泊 3 日のスクーバダイ

ビング実習を受講した大学生 16 名を対象に、性

別・水泳技術・スキンダイビング技術が均等にな

るよう配慮した実験群8名、統制群8名の2班を

編成し、質問紙により調査を行った結果、海洋環

境に適した環境保全技術を実習に取り入れること

は、初心者レベルであっても参加者の環境に対す

る態度に影響を与えることが示唆されたと述べて

いる。 

布野ら（2011）49)は、セーリング競技者の環境

意識と配慮行動について調査し、意識は高値を示

す一方で配慮行動が低い値を示していることを報

告した。 

この他、水辺環境を利用した環境教育の実践報

告は多くなされているものの、その教育的な効果

を検証した研究は少ないのが現状である。 

 

Ⅲ まとめと今後の課題 

 本稿では、海や水辺を背景とする諸活動の教育

的効果について記述された論文、症例報告、学会

発表抄録、報告書等を概観してきた。 

活動の教育的効果を調査しようとした場合、一

つには実践能力を客観的に評価することが可能で

あろう。例えば、活動参加前に比べて技能評価テ



ストの成績が向上した、あるいは実技テストの評

価基準を満たして資格を得るといったような方法

がある。このような方法で効果を評価した研究は

少ない。 

本研究で取り扱った研究は、活動に参加するこ

とにより、能力が向上するであろうという仮説を

検証するタイプの研究が多く、それぞれがプログ

ラムでの経験を介入（実験）と捉え、その前後で

の様々な質問紙を中心とした尺度を用いた比較を

行っている(表-1)。 

本研究で参照した研究は、先にも述べた通り比

較対照群を持たない研究が殆どであり、その研究

デザインの弱さを指摘することが出来る。今後は、

対照群を設けることやランダム化といった研究デ

ザインの再検討が必要であろう。また、例えば「生

きる力の向上」といった内容面および「差なのか

比なのか」といった評価変数の再検討、さらには

試験のサイズと期間についても再考する必要があ

ろう。 

海洋や海辺といった自然環境を活用した体験教

育は、多くの海洋・海事関係団体、大学、研究機

関、NPO、民間団体等が実施している。その中では、

短期集中的な事業を実施している例もあれば、通

年型のクラブとして実施している事例もみられる。 

本研究で見てきたように、これまでの教育効果

等に関する研究では、短期集中的に取り組まれる

事業に参加した児童や学生を対象とした研究が多

いことが特徴である。継続的に活動を実施してい

る参加者の変化を追った例は、箱守（2003）50)の

報告に見ることが出来る。そこでは、知・徳・体

のバランスのとれた成長を念頭に活動が実施され

ており、例えば体力・運動能力の測定データ、心

理尺度を用いた情意面の推移、指導者からのコメ

ント、技術面での成長などを記録して、指導者間

や保護者との情報の共有を図っている。このよう

に継続的にデータを蓄積している例は非常に少な

い。しかしながら対象者数が少ないことから統計

的な処理が困難であり、論文化しにくい現状があ

る。今後は、このような継続的に海の活動に取り

組む者を対象とした縦断的な研究を計画的に実施

していく必要がある。 

また、海辺の体験活動や海洋教育を重ねて経験

して成長した成人がどのような特徴を有するかと

いった研究や、著名な実践者および指導者を対象

とした聞き取りを中心とした質的な研究も行って

いく必要があろう。さらに、先駆者たちの重要視

した、直接的な体験の意味を問う研究を実施して

いく必要性がある。そのためには、様々な研究手

法を模索していくべきである。 

海に関する教育は、これまで職業人教育として

実施されてきた歴史的な経緯がある。今後は、小

学生から社会人までの幅広い年齢層を対象とした

教育が求められている。これまで職業人教育に取

り組んできた商船、水産、防衛、通信といった関

係者や、海辺の自然体験活動および環境教育に携

わる人々がつながり合い、協働して様々な問題を

解決していくような組織的な研究体制づくりが重

要になると考えられる。 
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筆頭著者 発表年 対象者 独立変数 従属変数 調査方法 対照群

山下ら
26) 1989 大学生43名

航海訓練
（3ヶ月）

自己概念 Self-Differential Scale Form A（4回） なし

諌山ら27) 1998 参加者48名
10日間の乗船経験（視察とレクリエー
ションキャンプ）

自己概念
自己開発尺度
（乗船体験前・後・終了から60日後）

なし

渡壁ら
28) 2000

参加者247名
（中学生）

10日間の乗船経験（視察とレクリエー
ションキャンプ）

自己効力感
自己効力感尺度
（乗船体験前・後）

なし

渡壁ら35) 2001 参加者100名
10日間の乗船経験（視察とレクリエー
ションキャンプ）

メンタルヘルス
精神的健康パターン診断用紙(MHP-1)
（乗船体験前・後）

なし

渡壁ら
36) 2002 小学生20名

海洋スポーツキャンプ
（3日間）

メンタルヘルス・
社会的スキル

精神的健康パターン診断用紙(MHP-1)・
社会的スキル尺度
（キャンプ前・後）

なし

池畑ら30） 2003 大学生（126名）
遠泳
（4日間）

不安・自尊 STAI・自尊感情尺度（遠泳の前・後） なし

久保ら29) 2003
小学校高学年
（147名）

日本版スクールウォーターワイズプロ
グラム（4日間）

自己効力感
児童用自己効力感尺度
（プログラム前・後）

なし

岡村ら47) 2005 参加者34名 5日間の環境・冒険キャンプ 態度・イメージ
質問紙
（キャンプ前・後・キャンプ後60日）

なし

青木ら16） 2005 児童（267名）
日本版スクールウォーターワイズプロ
グラム（4日間）

生きる力
IKR質問紙（70項目）
（プログラム前・後）

なし

進藤ら31） 2007 大学生（12名）
集中授業（ヨット）
（5日間）

ヨット自己効力感
質問紙（人格特性的自己効力感・ヨット自己効
力感）（プログラム前・中・後）

なし

山下ら
18） 2006 大学生（28名）

オープンウォーターダイビング講習
（3日間）

生きる力
IKR質問紙（70項目）
（実習前・後）

なし

矢野19） 2007
小学校高学年児童

（317名）
遠泳
（6日間）

生きる力
IKR質問紙（70項目）
（実習前・後・実習1.5カ月後）

なし

蓬郷ら
48） 2011 大学生（16名）

オープンウォーターダイビング講習
（3日間）

環境配慮 環境配慮質問紙（実習前・後・実習1か月後） なし

国枝ら32） 2012 大学生（52名） 航海実習 心の知能指数(EQ)
CHEQ（EQベース簡易採用検査）出航前，寄
港前（2回）

なし

蓬郷ら46） 2012 大学生（207名）
4日間集中授業（スクーバ・遠泳・
ウィンドサーフィン・複合プログラ
ム）

海洋リテラシー
海洋リテラシー調査票（36項目）
実習前・後

なし

表-1　水辺の体験教育の教育効果に関する研究

 

 

 

 


